
　
戦時下の財政援助

　小国ウクライナが大国ロシアに
毅然と立ち向かっている。それは、
燃えさかるナショナリズムの炎の
ようである。その戦う姿には、か
つて米国に勇猛果敢に立ち向かっ
たベトナムを彷彿とさせるものが
ある。
　あの時代は、米国と戦うベトナ
ムをロシアが後方で支援していた
が、今度はロシアと戦うウクライ
ナを、米国をはじめ欧州連合
（EU）諸国、日本、そして世界
銀行など国際機関がエネルギッシ
ュに支援している。歴史とは実に
皮肉なものである。
　それでは、最初に世界のウクラ
イナ支援から追跡開始してみよう。
まず、国際協力機構（JICA）の
資料によると、ウクライナに対し
てはロシアの侵攻前から、国際通
貨基金（IMF）や世銀を中心に国
際社会が協調して、経済改革を支
援していた。ロシアにとってみれ
ば、足元を崩されそうで、居ても
立っても居られない状況だったと

想像する。例えば、IMFは36億
SDR（約50億ドル）、世銀は第
１次開発政策借款で３億5,000万
ドル、第２次で３億ユーロ、EU
は12億ユーロの財政支援を実施
してきた。
　ロシア侵攻後は、世銀の追加借
款として、約４億3,700万ユーロ
を始めとして、オランダ、米国、
カナダ、ドイツ、英国、デンマー
ク、ラトビア、オーストリア、ノ
ルウェー諸国は世銀との協調融資、
保障供与、無償の資金協力などを
実施している。その様相はまさに、
世銀をはじめ、米・欧・日が総力
をあげてウクライナの、いわゆる
“戦争経済”を支えているように
見える。そこには、まさに、かつ
ての「東西対決」という厳しい冷
戦時代を想起させるものがある。
　日本の場合は、岸田文雄総理が
２月15日、ウクライナのウォロ
ディミル・ゼレンスキー大統領と
電話会談して、１億ドルの支援を
約束している。日本は世銀および
欧米諸国と共にウクライナがロシ
アと戦う前から、経済改革と開発

支援のために、政府開発援助
（ODA）（円借款協力）を供与
してきた。第１回目は2014年７
月に100億円の円借款を供与。２
回目は2015年12月に369億
6,900万円を供与。３回目は今年
５月に130億円供与しているが、
これは2022年２月24日のロシア
軍侵攻以後のウクライナへの円借
款である。

ODAを巡る葛藤

　これら円借款協力の特徴は、全
て世銀との協調融資であることだ。
３回目の開戦後の円借款には、
「緊急経済復興開発政策借款」と
実に長い名称がつけられている。
それは端的に言えば、初めての戦
時下緊急借款協力と言えるもので
あって、戦時下のウクライナを財
政面で支援する、と言ったほうが
適切な説明かもしれない。
　JICAの説明によると、借款の
目的は「ウクライナの進める非独
占化・腐敗防止に向けた制度整備、
土地、金融市場の強化、社会保障
制度の強化といった経済政策改革

を支援する」としている。恐らく、
誰が聞いても今のウクライナに
JICAの説明のような余裕などな
いと言うに決まっている。いかに
もODAがウクライナの臨戦態勢
を支える役割を果たしている、と
言われるのを極力避けているよう
な印象を与えている。
　とにかくODA事業に関わる
人々は、極めて当然のことかもし
れないが、平和をシンボルとする
ODAが戦争と関わり合うことを
本能的に避けようとしたがる。だ
から、できるものならば、戦争中
のウクライナ支援のためのODA
供与を回避したいと願う心情は理
解できないわけではない。恐らく、
国際協力に関係する人々は、平和
のシンボルとしてのODAを守り
たいと願っているからであろう。
　だから、もし可能であるならば、
「ウクライナ救済基金」などを急
ぎ創設して、戦争中はこの基金か
ら救済資金を拠出するという“味
のあるシステムづくり”などが望
まれたのかもしれない。とにかく、
どういう戦争であろうとも戦争と
ODAとの線引きが鮮明でないと
いう見方がODAの世界に沈殿し
ている昨今かもしれない。
　そうした議論の中で、ODAの
さらなる戦略性を求めて、これま
での「ODA大綱」、あるいは
「開発協力大綱」を改訂すべきで
はないのかと、マスコミでも取り
上げられ始めている。去る５月
16日付けの産経新聞では三段抜
きで「ODA外交と防衛の両論―
開発協力大綱の改定」と題して報
道している。

　そこで、もう一度、ODAの改
革的な位置付けを確認するために、
平成27年（2014年）２月10日の
「開発協力大綱」に関する閣議決
定を振り返りながら、ODAのあ
るべき政策目的を確認してみるこ
とにした。

ODA大綱との整合性

　平成４年（1992年）に閣議決
定され、平成15年（2003年）に
制定されたODA大綱は、これま
でわが国のODA政策の根幹をな
してきた。ODA60周年を迎えた
今（2015年）、日本および国際
社会は大きな転換期にある。この
新たな時代に、わが国は平和国家
としての歩みを引き続き堅持しつ
つ、国際協調主義に基づく積極的
平和主義の立場から国際社会の平
和と安定および繁栄の確保に一層
積極的に貢献する国家として国際
社会を力強く主導していかなくて
はならない。
　以上の認識に基づき、平成25
年12月17日に閣議決定された国
家安全保障戦略も踏まえながら、
ODA大綱を制定し、開発協力大
綱が定められた。
　「開発協力」とは、狭義の開発
のみならず、平和構築やガバナン
ス（治安維持）、基本的人権の推
進、人道支援なども含め、「開
発」を広くとらえている。そのた
め、ODAはなんとか現在のウク
ライナを援助できる政策的なバッ
クボーンを持っていると言えるで
あろう。だからか、ODAによる
ウクライナ避難民救済、職業訓練
などにも、政府の積極的な政策展

開が望まれる。戦時下のウクライ
ナに対して踏み込みが弱いように
見うけられる。
　これからは、南北問題のみなら
ず、旧タイプの東西対立のような
冷戦的傾向が強まる中で、平和構
築、ガバナンス（統治）、基本的
人権などが、ODAに大きくのし
かかる時代になるかもしれない。
その中で、ODA実施レベルにお
いても、経済社会開発協力のみな
らず、前述の平和構築、ガバナン
ス、基本的人権などに幅広く対応
する時代的要請が高まってくるだ
ろう。
　とにかく、問題は複雑である。
つまり、これからのODAは「南
北問題」のみならず、今回のよう
に「東西問題」にも関わる可能性
を広げている。それは、極めて政
治的になる。その意味において、
日本としてのODAを広く、弾力
的に考え直す時代が到来している
のかもしれない。それは、ODA
実施機関のJICAの在り方にも波
及してこよう。

戦時下のウクライナへ経済協力
「ODA大綱」との整合性を考える
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ウクライナの隣国ルーマニアの首都ブカレスト近郊にて。彼女は
民族衣裳の蒐集家として知られる元貴族出身者という（1974年
9月描く。司馬遼太郎の挿絵画家として活躍した丸山石根作）





TICADスリム化か～目指すべき日・アフリカ関係
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スリムなTICAD

　第８回アフリカ開発会議
（TICAD８）が今年の８月27～
28日にチュニジアで開催予定だ。
世界がコロナ禍やウクライナ危機
の勃発を経験してから初めての開
催となる。その影響もあったのだ
ろう。サイドイベントや展示会は
オンライン開催となり、ビジネス
ブースへの参加企業の数は限られ
るなど、これまでと比較すると、
“スリムなTICAD”と言える。
　冷戦後、先進国からの援助が減
少したアフリカに寄り添い始まっ
たTICADは、ユニバーサル・ヘ
ルス・カバレッジ（UHC）や、
人間の安全保障の促進など、アフ
リカの開発課題の解決を推進する
場として、アフリカ各国から評価
されてきた。そんなTICADで昨
今注目されているのが、日本とア
フリカのビジネス連携推進だ。前
回のTICAD７でも、メインテー
マの一つに掲げられ、ビジネスブ
ースは大いに盛り上がった。

双方に利がある関係を

　政府開発援助（ODA）トレン
ドの変化の背景にはODAの役割、
日本とアフリカの関係、そしてア
フリカのニーズの変化が挙げられ
る。開発途上国の経済・社会課題
の解決には民間資金の動員が必須
なこともあり、ODAは民間資金

の“呼び水”としての役割が期待
されている。また、ODAを通じ
て、相手国と日本がwin-winの関
係になることも求められている。
　アフリカ側も、“支援対象”に
とどまることは求めていない。ナ
イジェリア出身で世界銀行勤務経
験を持つオルソジ・アデイ氏は
「先進国と対等なパートナーシッ
プの構築を目指していくべき」と
述べ、アフリカでは自立した成長
を求める声が強まっていると説明
する。不安定な世界情勢がこの風
潮を強めるだろう。こうした変化
の中、アフリカの持続可能な自立
を後押しし、共に成長することを
可能にする“ビジネスを通じた開
発”への期待が高まっている。
　国際協力機構（JICA）も日本
の民間企業が途上国の課題解決に
貢献しうることに着目し、中小企
業・SDGsビジネス支援事業を推
進している。このスキームを使っ
て進出している企業では人材育成
などが重視され、“利益至上主
義”と揶揄されることもある中国
のビジネスとの差別化もできる。
　しかし、日本企業のアフリカ進
出は進んでいるとは言い難い。
TICAD７後も、貿易額の上昇な
ど目に見える成功を収めることは
できていない。中小企業・SDGs
ビジネス支援事業を通じて海外展
開をしている企業も、ほとんどが
アジア地域を対象としている。

　日本とアフリカ間のビジネスを
活発化させるため、ODAができ
ることはなんだろうか。

“選択と集中”で存在感高める

　一例として韓国の手法を見てみ
たい。韓国ODAは、経済協力の
ポテンシャルに注目し、優先的に
支援を行う「優先的対象国
（PPC）」を設定している。ア
フリカではルワンダなど７カ国が
該当する。協力分野も韓国が得意
な情報通信技術（ICT）を援助ス
キームの軸に置いている。
　韓国のODA規模は経済協力開
発機構（OECD）の開発援助委
員会（DAC）加盟国の中で15位
だが、“選択と集中”の手法で大
きな存在感を放ち、韓国企業のア
フリカ進出を後押ししている。
　例えばルワンダでは、ICT分野
で継続的な技術協力を行った結果、
ルワンダ政府内で韓国のICTへの
信頼は強まった。この信頼は
2007年にルワンダ政府が首都キ
ガリと他30の主要都市を結ぶ全
国的な無線高速インターネットの
ネットワークを構築する際、韓国
企業のコリアテレコムが受注する
アセットとなった。この事業は、
今日アフリカで最もICT技術の普
及が進んでいると言われるルワン
ダ社会を築くことに貢献したと同
時に、アフリカ市場で韓国のプレ
ゼンスを高めることにつながった。

アフリカ地域全体と共に歩む

　選択と集中でODA事業に取り
組むことは、ビジネス推進に有効
な一面があるといえよう。
　しかし、問題点もある。その一
つが、“伸びる国”の予想が立て
にくいことだ。今アフリカでは、
最先端技術の導入により一気に発
展する「リープフロッグ現象」が
全土で見られる。有名な一例がケ
ニアで始まった、モバイルマネー
サービスM-PESA（エムペサ）だ。
銀行口座やATMを設置・普及さ
せる過程を飛ばし、モバイルマネ
ーを導入した。アフリカでは、い
つ、どの国でイノベーションが起
こるか分からないのだ。

　さらに昨今のアフリカでは経済
統合が進んでいる。アフリカ諸国
は自らの経済的な自立を図るべく、
長年、共同市場の創設に力を入れ
てきた。そしてついに、アフリカ
自由貿易圏（AfCFTA）の運用
を2021年に開始した。JICAも一
カ国内におけるビジネス環境整備
を進めるだけでなくAfCFTAの
円滑化のための協力を推進してい
る。域内国の市場がつながれば、
世界一の市場規模になる。
　日本企業進出など、ビジネスを
通じた開発を目指すなら、ODA
もこうした取り組みをアフリカ連
合（AU）や他のパートナーたち
と積み重ねることが重要だろう。
　特にAfCFTAへの協力で域内

の貿易関連制度が整備されれば、
日本企業がアフリカに進出や投資
を行う際に不安を感じていたアフ
リカの法令・規制の整備、運用へ
の不安（2021年に実施された日
本貿易振興機構（ジェトロ）の調
査より）の解消にもつながり得る。
　TICADはアフリカ域内の首脳
陣が一堂に会し、日本とアフリカ
地域全体の連携を確認し、強化す
る場でもある。今回はオンライン
を活用し、来場者を絞ることで効
率化を図るなど、スリムな
TICADになるが、その議論はビ
ジネス関係の促進を含め、アフリ
カと日本、共に成長するために中
身の詰まったものになってほしい。

（本誌編集部・辻 夏紀）

対等なパートナーシップの強化に向けて1

自由貿易圏がビジネス関係構築を促進
アフリカと日本が共に成長するためには JICA’s  View

日本の強み生かした協力で存在感向上を
ASEAN事例も紹介

 
強靭なアフリカ経済に不可欠な地域経済統合

　アフリカ経済の強靭化には、地域経済統合の着
実な実施が不可欠だ。JICAはAUの開発実施機関
アフリカ連合開発庁（AUDA-NEPAD）などと連
携し、AfCFTAを後押ししながら地域経済統合推
進に貢献していく。具体的には、道路・港湾整備
などの流通インフラ事業での協力を進めると共
に、大陸内での貿易円滑化する「ワン・ストッ
プ・ボーダー・ポスト（OSBPs）」運用に向け
た技術協力にも注力する。JICAは2008年以降
OSBPsにかかる協力をアフリカ14カ所で実施し
ており、各国から高い評価を得ている。現在も南
部アフリカのボツワナ／ザンビア／ジンバブエ国
境で技術協力を展開している。
　また、東南アジア諸国連合（ASEAN）が共同
貿易圏を構築する過程から得た教訓や知見を
AfCFTA事務局へ共有し、自由貿易圏構築プロセ
スの参考としてもらう。日本はASEANが統一貿
易圏を構築するにあたり、その運用と強化に多大

な貢献を行った。ASEAN諸国の経験は、新しい
一歩を踏み出したばかりのアフリカ諸国にとって
も参考になる。JICAは、経済産業省の協力も得
ながらASEANの経験を共有し、アフリカ諸国を
繋ぐ橋渡し的役割を担っていく。
　域内貿易の活発化と同時に、国家・地域間の格
差是正に資する各国産業の底上げも重要だ。
JICAは日本の経験を生かし、生産現場からム
リ・ムラ・ムダを減らし、生産性や労働意欲の向
上などを図る「アフリカ・カイゼン・イニシアテ
ィブ」の推進や、プロジェクトNINJAなどのス
タートアップを含む民間セクター開発、そして各
種産業の人材育成にも積極的に取り組む。

特徴を生かした「開発」アプローチの意義

　TICAD８では、コロナ禍やウクライナ危機を
受けアフリカが直面している緊急的な課題に対
し、アフリカ諸国、そして国際社会と連帯して対
応して行く姿勢を示してくことが重要だ。JICA
はTICAD８を契機に「人間重視」「オーナーシ

ップの尊重」「日本の経験の活用」といった
JICA協力の特徴が、強靭かつ包摂的なアフリカ
の社会経済を構築に重要な意味を持つことを積極
的に発信する。JICA協力の価値をアフリカの
人々に知ってもらうことが、ひいては日本とアフ
リカの信頼関係を深める。すでに６月21日に南
アフリカで、７月６日にはフランスでイベントを
主催し、長年のJICA協力のアセットがコロナ禍
などの緊急時のニーズに生かされている事例を積
極的に発信した。参加者や海外メディアから共感
を得ている。
　国際社会的に、複合的な外的ショックを受け、
人道支援や緊急援助が盛んになっている。緊急支
援の重要性は言うまでもない。しかし、将来の外
的ショックに備え、真に持続可能で強靭な社会を
築くには、息の長い継続的な“開発”アプローチ
の重要性も忘れてはならない。JICAアフリカ協
力の揺るがないアセットはまさにこの点にある。
これらアセットを礎に、JICAの協力は新しい時
代のニーズに応えるべく更に進化していく。 
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